広島市己斐公民館機械警備業務

仕様書（案）
１　業務名

　　広島市己斐公民館機械警備業務

２　目的

　　本業務は、公民館における火災、盗難、不法侵入、建物及び器物の損壊等を未然に防ぎ、並びに拡大防止に努め、施設の秩序維持と保全を図り、適正な管理を確保するため、当該施設の機械警備を行うものである。

３　業務を実施する場所
　　広島市己斐公民館（広島市西区己斐中一丁目１５番３号）
４　警備業務の履行期間

　　令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで

５　警備業務を行う時間
	区　　　分
	時　間

	水曜日から月曜日まで
	午後１０時００分から

翌日の午前８時３０分まで

	火曜日、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（ただし、日曜日を除くものとし、当該休日が火曜日に当たる場合は、その直後の休日でない日）、１月２日、１月３日、８月６日及び１２月２９日から１２月３１日まで
	午前８時３０分から

翌日の午前８時３０分まで


　　上記の時間以外であっても、警備機器のセット中は、業務を行うものとする。

６　業務内容

　⑴　火災、盗難、不法侵入、建物及び器物の損壊等の防止

　⑵　事故発生時における施設内の秩序維持

　⑶　異常事態発生時の発注者並びに関係機関への連絡

　⑷　発注者から要請があった場合の施設の施錠及び解錠

　⑸　緊急事態時において関係機関から指示・要請があった場合で、緊急連絡先に連絡が取れない場合の施　　設の施錠及び解錠

　⑹　警備実施事項の報告

　⑺　その他警備に付随する事項で、発注者と受注者が協議のうえ取り決めた事項

７　警備方法
　⑴　受注者は、警備期間中、警報器受信装置を間断なく監視するとともに、常に緊急時の警備要員と連絡を保ち、警備の万全を図るものとする。
　⑵　火災についての警備は、終日とする。

　⑶　警備受信装置等により異常信号を受信したときは、受信から２５分以内に緊急時の警備要員を現場へ急行させ、必要な措置をとるとともに、発注者が指定した者へ連絡し、必要に応じ関係機関へ通報するものとする。
８　警備機器
　⑴　設置基準
　　ア　警備機器の種類及び個数は、以下の種類等を基準とし、平面図に基づき設置する。
(ｱ)　立体センサー（１４個）
(ｲ)　マグネットセンサー（５個）
　　　(ｳ)　フラッシュライト（１個）
　　　(ｴ)　送信機（１台） 
　　　(ｵ)　カードリーダー（１台）
　　　(ｶ)　その他機械警備上必要とする機械（必要な台数）
　　　

　　イ　受注者において、新たな機器の設置や既に設置済みの機器の交換等を行う場合は、事前に防犯診断（現地確認・調査）を行い、適切な警備機器を選定し、仕様及び警備業務等について内容を記載した書面・警備図面等を提示の上、発注者の了解を得て設置し、警備会社の警備受信装置に結線するものとする。
　　ウ　警備機器の制御装置に、自動火災報知機の接点を接続し、監視を行うものとする。

　　エ　警備機器は、立体センターを主とし、付随的にマグネットセンサーを取り付ける。

　　オ　警備機器のカードリーダー等の操作方法は、磁気等でカード形式（以下「操作カード」という。）

　　　とする。

　　カ　操作カードの作成及び交付、また経年劣化等により使用不能となった操作カードの更新及び交付に　　　係る費用は、すべて受注者の負担とする。
　　キ　操作カードの交付枚数は、発注者が必要とする枚数とする。
　⑵　保守点検等
　　ア　受注者は、警備開始から解除までの間、６時間に１回の定時通報を行うものとする。

　　イ　受注者は、警備機器の正常な機能を維持するため、３か月に１回（原則４月、７月、１０月及び１月）保守点検を行い、各施設長の確認を受け、発注者に報告するものとする。

　　ウ　受注者の責により警備機器が作動不能となった場合は、受注者は代替警備対策を講ずるものとする。

　　エ　契約解除及び契約期間満了後は、速やかに原状に復するものとする。

９　鍵の預託

　　　警備実施に必要な鍵は、発注者が受注者に預託し、受注者は預託された鍵を厳重に取扱い、保管する　　ものとする。

10　業務に当たっての留意事項

　⑴　警備員は、常に受注者名の入った統一の衣服を着用するとともに、身分証明書を携行しなければならない。
　⑵　警備機器の設置工事が必要な場合は、発注者の指示のもと設置工事を行い、速やかに機械警備を開始すること。
　⑶　警備機器の設置工事や故障等により、履行期間開始後、機械警備が実施できない期間が生じる場合は、受注者において巡回警備を実施するものとする。巡回警備は、以下の区分に従い、施設内外に異常がないか確認する。この巡回警備に係る費用は、受注者の負担とする。
　　ア　開館日の午後１０時から翌日の午前８時３０分の間　３時間ごとに１回　計３回

　　イ　休館日の午前８時３０分から翌日の午前８時３０分の間　３時間ごとに１回　計８回

　⑷　受注者は、警備業法その他関係法令を遵守すること。
11　報告事項等

　⑴　受注者は、あらかじめ発注者に対し、責任者及び現場従事者の住所・氏名等を報告するものとする。変更があったときも、また同様とする。
　⑵　委託契約約款第１２条第１項に定める委託業務実施報告書は、月間報告書として、業務完了後に各施設長の確認を受けた後、翌月１０日までに（ただし、３月分について３月３１日の業務終了後できるだけ速やかに）発注者に提出するものとする。
12　検査完了期日（期限）

　　発注者による毎月の業務の検査完了期日（期限）は、翌月１９日（ただし、実施報告書を受領した日の翌日から起算して９日目に当たる日が早く到来する場合は、当該日）とする。ただし、これらの日が３月３１日を超える場合は、３月３１日とする。

13　経費負担等

　⑴　委託業務を行うために要する費用のうち、施設に設置する警備機器に必要な電気料は、発注者の負担とする。
　⑵　その他、通線工事費、警備機器（取付費を含む。）、信号監視料等委託業務を行うために必要な経費は、　　全て受注者の負担とする。
　⑶　施設の工事及び増改築に伴う警備機器の増設又は撤去、及び配線工事に係る費用は、受注者の負担とする。
　⑷　停電時における通信回線の確保については、バッテリー等により対応し、これに係る費用は、受注者の負担とする。
14　損害賠償等

　　受注者は、その責めに帰すべき理由により、発注者及び第三者に損害を与えたときには、その責めを負わなければならない。

15　その他

　　この仕様書に疑義があるときは、又は定めのない事項については、発注者と受注者とが協議してこれを定める。

